
【作成例】
工事名　　　　　　　　　　　　　　　事
工事安全管理施工計画書
提出年月日   平成　　年　　月　　日
施工業者
現場代理人 　　　　　　　　     印
主任技術者 　　　　　　　　　   印
目　　　次
第１章　工　事　概　要
第２章　安全に関する現場組織体制
第３章　安全に関する施工全般にわたる留意点及び対策
第４章　建設工事公衆災害防止対策要綱（建設工事編）の項目ごとの具体的対策
第５章　安全衛生管理に関する具体的な対策
第６章　別添資料
                                                                                       　

第　１　章
第１章　工　事　概　要
	工事名
	

	発注者
	

	施工者
	

	工事場所
	八尾市

	工期
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	工事概要
	


第　２　章
第２章　安全に関する現場組織体制
２－１　安全衛生管理組織表
	
	統括安全衛生責任者
	

	
	（委員長）
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	元方安全衛生管理者
	

	
	（副委員長）
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	幹事
	
	構成員
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	構成員
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


２－２　防火管理体制表
	
	  防火管理者
	　 
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	（作業所内）
	
	
	
	

	
	                                 （事務所内）
	

	
	防火責任者（正）
	
	
	火 元 責 任 者（正）
	　　　
	

	
	防火責任者（副）
	
	
	火 元 責 任 者（副）
	
	


                                                （現場内）
                                                   火気・火器使用承認願いの作業責任者を火元責任者（正・副）とする。
担当業務
・防火管理者……………消防計画、通報避難訓練、設備の点検、火気の使用又は取り扱いに関する監督、消防法に定める事項に加え、防火責任者、火元責任者を指揮して日常の監督を行う。
防火責任者及び火元責任者の選任を行う。
・防火責任者……………防火管理者に協力して防火管理を行う。
・火元責任者……………担当範囲における火気使用時の防火措置及び作業後の消化確認を行う。
２－３　火災時における緊急体制組織表
	
	総　括　指　揮　者
	

	
	 正　　
	

	
	 副　　
	

	
	

	       
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第　３　章
第３章　安全に関する施工全般にわたる留意点及び対策
　３－１　全工区に共通する安全衛生管理に関する具体的な対策
　３－１－１　各工区間の連絡調整
１)　総合安全協議会
①　目　的
各工区間の調整及び意思統一を図る為に、安全連絡調整会を設ける。
②　総合安全協議会組織図
	             
	　　会　　長
	                                  

	
	 
	
	　　　　事　務　局
	  

	
	
	　会　　計
	　書　　記
	

	
	
	 
	 
	

	
	

	
	        　　副　　会　　長
	

	
	　　
	

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土工
	
	管工
	
	舗装工
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	○○建設
	
	○○工業
	
	○○組
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


③　実施事項
(ｱ)　開催頻度は月に１度定期に行う。なお、必要に応じて会長が召集をかけることができるものとする。
(ｲ)　工区全体又は他工区へ影響のある事項についての意志決定を行う。
(ｳ)　合同パトロールを月に１度実施する。その結果は記録する。
(ｴ)　安全連絡調整会及び合同パトロールの出席者は主任以上とする。
(ｵ)　全工区合わせた安全大会を年１回実施する。
　
２)　　工区間打ち合わせ会
①　目　　的
日々の安全、品質、工程及び環境についてお互いの工区で打ち合わせ、作業がスムーズに進むように調整する事を目的とする。
②　実施事項
(ｱ)　毎週　　曜日　　　時より開催する。
(ｲ)　出席者は主任とする。主任が出席できない場合は代理のものを任命して出席する。
(ｳ)　議題は翌週の工程調整、搬出入車両の調整、共用部・指定仮設道路での作業の有無及び調整、品質・環境・安全・その他についての連絡調整とする。
　３－１－２　各工区共通のルール
１)　　現場一斉清掃
①　自工区内の現場一斉清掃は、毎週　　曜日　　　時より行う。
②　共用部、指定仮設道路、前面道路の清掃においては各工区持ち回りで　　曜日に行う。
２)　　車両についてのルール
①　中央ゲート（第２ゲート）をメインゲート、東側ゲート（第１ゲート）をサブゲートとする。
②　搬出入の多いときは工区間打ち合わせ会を通じて各工区間で調整を行う。その際サブゲートを使用する工区はサブゲートに交通誘導員を配置する。
③　場内制限速度は１５ｋｍ／ｈとする。
④　交差点においては優先道路を定めて止まれのライン又は標識を設置する。
⑤　歩行者最優先で通行させる。
⑥　通勤車両は現場内への駐車は禁止し、指定の駐車場へ駐車するものとする。
３)　　歩行者用仮設道路
①　歩行者用仮設道路は屋根を万能鋼板で設置する。
②　巾は１．７ｍを確保する。
③　床は鋼製足場板敷きとし、段差が無いようにする。
４)　　駐車場でのルール
①　ライン内に駐車を行う。
②　車の中での飲食は禁止する。
③　駐車場内は無帽でもよい。
④　車内に貴重品を置かない。
５)　　ヘルメットの着用
①　ノーヘルゾーンを設置する。ノーヘルゾーンは事務所廻り、歩行者用仮設道路、駐車場及び歩行者用仮設道路から事務所へ渡る横断歩道とする。
②　ノーヘルゾーン以外ではヘルメットを着用する。
③　車両内であればノーヘルを許可するが、以下についてはヘルメットを着用するものとする。
(ｱ)　クレーンのオペレータ（クレーン操作時）
(ｲ)　ユンボ等の重機のオペレータ
(ｳ)　屋根のない車両の運転者
(ｴ)　資機材運搬車両（ダンプ、ミキサー車、トラック等）の運転者
６)　　喫煙場所
①　事務所の１階及び２階のみとする。
７)　　残土置き場について
①　各工区間については区分けを明確にするためにロープにて明示する。
仮設計画図（配置図）
３－２　１工区の安全に関する施工全般にわたる留意点及び対策
　３－２－１　安全管理推進要綱
【スローガン】
              　“みんなで実現　災害ゼロの快適職場”
１)　　目　　標　
                               三大災害（墜落・重機・土砂崩壊）をゼロとする
　　　　　全工期無災害
                               不休災害をゼロとする
          第三者災害の絶滅
２)　　基 本 方 針
          施工と安全の一体化をはかりマンネリ化を防止し繰返し型災害を防止する。
	          全員参加・・・・・・・・・・・工法、工程、環境に即応した災害防止活動への全員


                                         参加と安全意識の向上
	          現場主体・・・・・・・・・・・現場中心の安全


                                         現場内の作業員一人一人の安全意識の向上
	          先 取 り・・・・・・・・・・・現場の危険要因を行動する前に発見、把握、改善する


３)　　手　　法
・危険予知活動、ツールボックスミーティング（ＴＢＭ）を行い、作業員全員が高い安全意識をもつように指導する。
・毎日の打ち合わせの充実と、その内容を職長は、作業員に周知徹底させる。
・安全施工サイクルの展開の中で安全管理を作業員全員に周知徹底する。
・安全巡視員による巡回を毎日行ない安全設備の不備、不足を早期に発見し処置をする。
４)　　重点実施事項
①　安全教育の徹底
(ｱ)　新規入場者教育
(ｲ)　月次安全教育
(ｳ)　職長教育
②　安全施工サイクルによる安全管理と施工管理の一体化
５－３－１　安全施工サイクル図による
③　保護具の使用徹底
(ｱ)　保護帽の着用
(ｲ)　安全帯の着用及び使用
(ｳ)　保護メガネの着用
(ｴ)　保護マスクの着用
④　安全点検巡視の実施
(ｱ)　統括安全衛生責任者による巡視（毎日１回）
(ｲ)　安全当番による巡視（毎日２回）
(ｳ)　協力会社安全担当者による巡視（毎月１回）
(ｴ)　支店安全パトロールによる巡視（毎月１回）
⑤　災害防止協議会の実施
(ｱ)　災害防止協議会を実施する。（毎月１回及び統括安全衛生責任者が必要としたとき）
(ｲ)　協力会社の出席者による合同パトロールを実施する。
(ｳ)　翌月の工程、安全管理の重点、過去の災害事例による災害未然防止対策、合同パトロールによる現場作業環境の改善について協議を行う。
                                                                                      　

　３－２－２　安全衛生活動表
	
	　 項　目
	時  間
	　参 加 者
	 　　内　　　　容

	毎　日
	朝　　　　礼
	8:00

 ～8:15
	職員、作業員
　（全員）
	・ラジオ体操
・当日の作業内容と安全指示

	  〃
	危険予知活動
ツールボックス
  ミーティング
始業点検
	8:15

～8:20

8:20

～8:30
	職長、全員
	

	  〃
	安全工程会議
	13:00

  ～13:30

（金曜日は11:30～
　12:00）
	職員、職長
	・安全状況、注意、確認、調整
・明日の工程と安全打ち合わせ
・残業職種の確認
・搬入資材、機械の予定、調整
・伝達事項

	  〃
	安全パトロール
	15:00

 ～15:30
	統括責任者
安全当番
一週間交替
	・安全設備の点検、指導
・点検日誌への記録

	  〃
	作業終了時の
    片付け
	16:45

 ～17:00
	各職種グループ
  （全員）
	・当日作業区域の片付け、清掃

	都　度
	新規入場者教育
	30分間位
	新規入場者
	・作業所方針・品質方針の伝達
・作業所規則の指示徹底を行う。
・教育は主任以上の者が行う。

	  週
	週間工程
   打ち合わせ
	13:30

  ～13:40
	職員、職長
	・工事打ち合わせの時間延長で行う
・翌週の工程調整

	  月
	災害防止協議会
	毎月１回
10:00

  ～12:00
	職員、安全担当
協力業者各社
職長
	・全員参加による安全パトロール
  （９：３０～）
・協議事項の決定、承認

	毎　週
	一斉片付け
        清掃
	毎週金曜
13:00

  ～13:20
	職員、作業員
  （全員）
	・清掃区域割付表に基づき、全員が
  場内外の清掃片付けを行う

	
	
	
	
	


第　４　章
第４章　建設工事公衆災害防止対策要綱（建設工事編）の項目ごとの具体的対策
工事施工に当って第三者（当該工事関係者以外の者、他工区の作業も含む）に対する危害並びに迷惑を防止するために必要な基準、対策を示すものであり、さらに工事の安全な施工の確保に寄与するものである。
４－１　総　則
　４－１－１　現場組織体制
１)　施工に先立ち、立地条件を十分掌握した上で、工事の内容に応じた適切な人材を配置し、指揮命令系統の明確な現場組織体制を組むとともに工事関係者に工事の内容や使用機材の特徴について、各工種別施工計画書及び作業手順書により周知させるものとする。
２)　全体を統轄する組織を組み安全施工の実現に努める。特に公衆災害防止に対する責任範囲や役割分担を明確にする。
　４－１－２　隣接工事との調整
他工区との間で週間安全工事工程打ち合わせ会を毎週水曜日に開催し、公衆災害の防止に努める。
　４－１－３　付近居住者等への連絡
１)　工事の施工に当たっては、あらかじめ当該工事の概要を付近居住者に説明し、工事に対する御理解を得るように努力する。
２)　仮囲いに週間の作業内容を記入する看板を設置し、付近住居者へ作業内容を伝達するようにする。
３)　仮囲いに当工事の連絡先を明記した看板を設置するとともに、付近住居者からの要望を受け入れるためにご意見箱を仮囲いに設置する。
　４－１－４　事故発生時の措置
事故が発生し、公衆に危害を及ぼした場合は、直ちに応急処置及び緊急時連絡表に従って関係機関への連絡を行うとともに、類似の事故が再発しないよう措置を講じる。
４－２　一般事項
　４－２－１　整理・整頓
１)　常に現場内を整理・整頓し、麈埃により周辺に迷惑の及ぶ恐れのある時は散水を行う。工事用材料の集積に当たっては、倒壊、崩落、落下が起こらない様に、ロープにて荷崩れ防止対策を行う。
２)　安全施工サイクル図にあるように、毎日の作業終了時及び週に１回一斉清掃を実施し、整理・整頓に努める。
　４－２－２　飛来落下による危険防止
①　屑、ごみ、その他飛散するおそれのある物を投下する場合にはダストシュートを設置し、ごみが周辺に飛散することを防止する。
②　外部足場には、グリーンネットを貼り、２工区への飛来落下を防止する。
③　足場の組立解体作業において３ｍ以上の投下を行う場合には監視人を選任し、周囲への立ち入り及び飛散について監視を行う。
　４－２－３　粉麈対策
粉麈発生の恐れのある場合は、発生源をシートで覆い粉麈の発散を防止する。ただし、シートで覆うことができない場合は散水を行い、粉塵の発散を防止する。
　４－２－４　火災防止
１)　火気を使用する場合には、建築基準法等関係諸法令を遵守し、次の各号に揚げる措置を講ずる。
①　火気の使用は、工事の目的に直接必要な限度にとどめ、工事以外の目的に使用する場合には、あらかじめ火災のおそれのない箇所を工事担当者が指定し、その場所以外では使用しない。
②　防火対象物の消火に見合った消化器を準備しておく。
③　火のつき易いものの近くで使用しない。また、移動可能で有れば移動してから作業を行う。
④　火元責任者が消火の確認を必ず行なう。
⑤　火気又は火器の使用に際しては使用する目的、作業時間、火元責任者、使用者を明記した「火気・火器使用承認願」を事前に提出させる。（火気の使用は無断で行わせない）
　４－２－５　騒音、振動及び電波障害対策
やむを得ず工事中に発生させる騒音、振動及び電波障害に対しては、それを軽減する措置を講じる。
１)　工事に関しては、できる限り騒音の少ない工法を採用し、また、騒音を発生する機械については、可能な限り消音装置付きの機械を使用する。
２)　騒音を発生する周囲に、騒音が外にできるだけ伝わらないよう防音シートにて養生を行なう。
３)　ブレーカーを使用する場合は、なるべく振動が周囲に伝わらないように、振動防止処置を行う。
４)　クレーンや足場によって電波障害を起こさない様、事前に計画する。電波障害が発生した場合はすみやかに監督員に連絡し対応する。
　４－２－６　周辺構造物への対策
１)　沿道家屋との境界付近で工事する場合は、周囲の地盤のゆるみまたは沈下、構造物の破損、汚損に十分注意する。地盤のゆるみまたは沈下、構造物の破損、汚損の恐れがある場合は、構造物の補強又は養生について、その構造物の管理者とあらかじめ協議し、構造物に対する危害を防止するための措置を決定する。
　４－２－７　公共設備等への対策
公共の埋設物や架空線に近接して工事を施工する場合には（上記２－６　２）を含む）、あらかじめその埋設物、架空線の防護方法、立会の有無、緊急時の連絡方法を、その公共設備の管理者と協議して決定しておく。
　４－２－８　道路上での作業
やむを得ず工事現場外の道路上（上空を含む）において、作業し、建設機械を置き又は作動させる場合は、通行者が安全に通行できるよう措置し、カラーコーン及びコーンバーにて作業範囲内への立入りを制限する。
　４－２－９　巡　　視
安全巡視員により工事現場内及びその周辺の安全巡視を毎日実施し、事故防止設備の完備及びその維持管理に努める。
４－３　交通対策
　４－３－１　現場への車輌の出入り
１)　工事現場への車輌の出入りに当たっては、専従の交通誘導員を配置し、公衆の通行に支障を与えないようにする。また、他工区の工事で車輌の出入りが行われる場合には、施工者間で交通の誘導及び車両の調整について週間安全工事工程打ち合わせ会において協議し、交通の安全を図る。
２)　工事現場へ車輌を出入りさせる場合には、道路構造物及び交通安全施設に損傷を与えることのないよう専従の交通誘導員にて誘導を行う。なお、損傷させた場合には、直ちに当該管理者に連絡を行い、その指示により復旧する。 

　４－３－２　車輌交通対策
１)　公道上の工事を行う場合には、歩行者を迂回させる、又は車両を交互通行とするなどの状況により、○○警察署と協議を行いその処置を決定する。
２)　上記１）の工事において公衆の交通を迂回させる必要があるときは、○○警察署との協議内容により、まわり道の入り口及び要所に案内用標示板を設置する。
３)　上記１）の工事において車両を片側交互通行とする場合には、○○警察署との協議内容により、交通誘導員を配置する。
４－４　仮設構造物
　４－４－１　仮囲い、出入口
工事期間中、北側道路面においては、高さ３．０ｍの鋼製仮囲いを、西側隣地境界面においては、高さ１．８ｍのメッシシート製仮囲いを設ける。なお、東側隣地境界については、東側隣地外周にメッシュフェンスが設けられており、公衆が容易に立入る事が出来ない為、単管パイプ製による手摺柵とする。又これらの仮設構造物は次の各号に掲げるところに従って設け、適切に維持管理する。
①　強風等により倒壊の無いよう十分に安全な構造とする。
②　工事期間に見合った耐久性のあるものとする。
③　出入口は、できる限り交通の支障のない箇所に設置する。
④　出入口は、工事に必要な車輌の有効高さ幅の（高さ４．５ｍ，幅８．１ｍ）パネルゲートを２台設置する。又、来現者に対しての出入口を１ヶ所設置する。
⑤　出入口は工事に必要がない限りこれを閉鎖しておくとともに、公衆の出入りを禁ずる旨の看板を掲示する。
⑥　車輌の出入りが頻繁な昼間は、公道上での待機時間をなくすために、出入口を開放しておく。その場合には、交通誘導員が公衆の出入を防止するとともに、出入りする車輌の誘導にあたらせる。なお、交通誘導員がいない時間帯においてはゲートを閉めておくものとする。
⑦　車輌の出入口は両開き、来場者の出入口は内開きの構造とする。
　４－４－２　歩行者用仮設通路
来現者が安全に通行でき、かつ、誤って作業場内に立入ることのないような歩行者用仮設通路（ノーヘルゾーン）を次の各号に掲げるところに従って設ける。ただし、この構造の歩行者用仮設通路は外構工事に支障のない時期までとし、その後は安全に通行出来る通路を表示するのみとする。
①　仮設通路と作業場との境界には、柵を設ける。
②　仮設通路は、幅１．６ｍとする。
③　歩行者用仮設通路の上部には、屋根を設ける。
④　路面は鋼製足場板敷きとし、つまずき、すべり、踏抜きの危険のない状態を保持する。
⑤　必要な標識を掲げ、夜間用の照明を１０ｍ毎に設ける。
　４－４－３　荷受け構台
１)　 荷受け構台は、揚重材料に応じた形状及び規模のものを設け、想定される荷重 及び外力に十分耐えるようあらかじめ計算を行い、それに従った構造のものとする。なお、位置及び構造については設置前に図面に記載する。
２)　荷受け構台は、構台の周辺に手摺及び幅木を設け、落下物による危害を防止する。
３)　荷受け構台を設けて材料の揚重を行うに当たっては、原則として、速やかに揚重材料を荷受け構台上から移送するものとし、やむを得ず揚重材料を荷受け構台上に滞留させる場合には、荷崩れ、風により飛来落下しないよう、チェーン又はロープにて縛っておく。
　４－４－４　外部足場
１)　外部足場の倒壊及び崩壊を防止するため、外部足場の計画に当たっては、想定される荷重及び外力の状況より計算を行い、使用期間を考慮して、種類及び構造を決定するとともに、良好な状態に維持管理を行なう為にチェックシートを用いて点検を行う。特に、外部足場と建築物の構造体との壁つなぎは、工事現場の状況に応じて水平方向及び垂直方向に必要な数を堅固に行うとともに、足場の脚部は滑動防止の為木製足場板に釘止めとする。
２)　外部足場の組立て及び解体に当たっては、次の各号に掲げるところに従って実施する。
①　足場の組立等作業主任者を有資格者の中より選任し、その者に作業の指揮を行わせる。
②　事前に作業手順書を作成し、手順・範囲については組立・解体を行う作業員に徹底させる。
③　足場の組立・解体を行う以外の作業員については、時期と範囲（立入禁止区域を含む）を朝礼及び安全掲示板にて伝達する。
３)　東及び西面に設ける外部足場は構内仮設道路に面するため、この面の足場は全面メッシュシート貼りとし、落下物による危害を防止する。メッシュシートは結束ひもにより足場に緊結する。耐衝撃性については、仮設工業会において認定された強度を有するメッシュシートを使用する。
　４－４－５　危険物貯蔵
１)　酸素及びアセチレン瓶の貯蔵庫は、直射日光をさけるために屋根を設ける。また、屋外で使用する場合にはシートにて瓶を覆い直射日光をさけるようにする。貯蔵庫内及び屋外で使用する場合のいずれにおいても転倒防止のために固定物にチェーンにて固定する。貯蔵庫には「ボンベ置き場」、「火気厳禁」の表示を行う。
２)　塗装工事用の塗料（外装吹付材を含む）及び有機溶剤の貯蔵庫は直射日光をさけるために屋根を設け、通気のよいところに設ける。有機溶剤については取り扱い作業主任者を選任してその者に管理を行わせる。貯蔵庫には「危険物」、「火気厳禁」の表示を行う。
３)　灯油の貯蔵庫は直射日光をさけるために屋根を設け、通気のよいところに設ける。貯蔵庫には「危険物」、「火気厳禁」の表示を行う。
４－５　機械，電気，その他の設備
　４－５－１　機械
１)　建設機械の選定には、地域の安全及び環境対策上、転倒、倒壊、騒音、振動について、十分注意して行う。また、工事規模、施工方法に見合った、安全な作業ができる能力をもった機械類を選定する。
２)　建設機械を使用するに当たっては、主たる用途以外に使用しない。また、建設機械の能力を十分に把握・検討し、その能力を超えて使用しない。
　４－５－２　組立て及び解体
建設機械の組立て及び解体に当たっては、機械に精通した者の直接の指揮により、作業手順書の手順を厳守する。
　４－５－３　使用及び移動
１)　建設機械を使用し、又は移動させる場合には、機械類に関する関係諸法令を導守し、架線その他の構造物に接触し、若しくは定められた範囲以上に近接し、又は道路に損傷を与えることがないようにする。
２)　建設機械を作動させる範囲は５－２－８に記載する事項以外は工事現場内とする。
３)　架線、構造物や北側道路の境界に近接して建設機械を使用する場合には、輪止めの設置、近接電線に対する絶縁材の装着、見張員の配置を行う。
４)　建設機械を使用する場合には、機械類が転倒しないように、その地盤の水平度、支持耐力を調整するなどの措置（アスファルト舗装又は鉄板敷き）を講じる。特に移動に当たっては、細心の注意を払う。
　４－５－４　休止
可動式の機械類を休止させておく場合には、傾斜のない堅固な地盤の上に置くとともに、エンジンを止めておく。
　４－５－５　維持管理
１)　建設機械の維持管理に当たっては、各部分の異常の有無について定期的に（年次、月次、日常点検）自主検査を行い、その結果を記録しておく。また、建設機械の運転が、法で定められた資格を有し、かつ、指名を受けたものにより、定められた手順に従って行われているかについて工事担当者が確認をする。
２)　建設機械の安全装置が十分に機能を発揮できるように、常に整備しておくとともに、安全装置を切って、建設機械を使用しない。
３)　建設機械の起動に必要な鍵の保管に当たっては、作業終了後、事務所にて保管する。
　４－５－６　移動式クレーン
１)　移動式クレーンの選定に当たっては、自立できるもので、施工条件、近隣環境と施工計画との関連を検討して、安全な作業ができる能力をもった機種を選定する。
２)　移動式クレーンを使用する場合には、クレーンの倒壊、転倒についてはアウトリガーの最大張り出しを、逸走については水平面での設置を、吊荷の落下に対しては適切な径のワイヤー又はワイヤーモッコの使用によって危害を防止する。
３)　移動式クレーンを使用する場合には、作業範囲、作業条件を考慮して、安定度、接地圧、アウトリガーの地盤を確認し、地盤が悪い場合は敷鉄板を行う。
４)　移動式クレーンを使用する場合には、高所及び敷地周辺からの吊荷・吊具の落下、飛散に十分注意するとともに、作業区域への立ち入り禁止措置（カラーコーン、コーンバー、バリケードによる区画及び表示）を行う。
　４－５－７　クレーン及び建設用リフト
１)　クレーン（定地式クレーン）を使用する場合には、倒壊及び吊荷の落下による危害を防止するために、倒壊に対しては控えの取付、吊り荷の落下に対しては作業区域及び吊り荷下への立入禁止措置を行う。
２)　建設用リフトを使用する場合には、関係諸法令を導守し、揚重物の落下・飛散を防止する為に、過積載の禁止及びリフト下への立入禁止措置を行う。
　４－５－８　仮設電気設備
１)　仮設電気設備を設けるに当たっては、「電気設備技術基準（昭和４０年通商産業省令第６１号）」の規定を導守して施工する。
２)　架空電線や埋設ケーブルに近接して建設機械が作動する場合には、断線又は接触による感電、停電、破損事故を防止するために見張り員を配置する。
３)　作業所内に拡声装置を設置する場合には、近隣に迷惑を及ぼさないように配慮する。近隣よりクレームが無いように、スピーカーの向きの調整及びボリューム調整を行う。
４－６　土工事及び山留め工事
　４－６－１　掘削
１)　地盤の掘削においては、建物の形状、規模、地盤性状、敷地及び周辺地域の環境条件を総合的に勘案した上で、建築基準法等関係諸法令の定めるところにより、山留の必要性の有無並びにその形式及び掘削方法を決定し、安全かつ確実に工事が施工できるようにする。この場合において、切り取り面にその箇所の土質に見合った勾配を保って掘削できる場合を除き、掘削の深さが１．５メートルを超える場合には、山留を行う。また、掘削に伴う地盤沈下により、周辺地域への影響が大きいことが予想される場合においては、適切な山留を行う。
２)　地盤が不安定で掘削に際して施工が困難であり、又は掘削が周辺地盤及び構造物に影響を及ぼすおそれのある場合には、発注者と協議の上、薬液注入工法、地下水位低下工法、地盤改良工法等の適切な補助工法を用い、地盤の安定を図る。
　４－６－２　山留め計画
１)　山留め工事を計画するに当たっては、地盤性状、地下水位、周辺地域の状況、地下埋設物の有無を事前に十分調査し、建築物の形状、規模を勘案して、安全かつ適切な工法を採用する。
２)　山留めの構造を決定するに当たっては、建築基準法等関係諸法令の基準に従い、施工期間中の降雨等による条件の悪化を考慮した安定条件、荷重条件に十分耐えられる構造とする。
　４－６－３　親杭、横矢板
１)　親杭の種類、寸法、間隔及び矢板の厚みを定めるに当たっては、当該山留めに作用する土圧及び上載荷重に応じて決定する。また、横矢板は、その両端が、当該矢板の厚み以上親杭のフランジにかかる長さを有するものとする。
２)　横矢板を施工するに当たっては、掘削後速やかに掘削土壁との間に、すき間のないようにはめ込む。また、土壁との間にすき間が生じたときは裏込め及びくさびですき間のないように固定する。
３)　親杭の根入れ長を定めるに当たっては、安定計算及び支持力の計算に基づき決定する。
　４－６－４　腹おこし
１)　腹おこしを設けるに当たっては、山留め壁に密着するように設置し、さらに、受金物によって支持させておく。また、腹おこしと山留め壁にすき間が生じた場合には、パッキング材を挿入して、均等に応力が伝達するようにする。
２)　第１段の腹おこしは、山留め壁頂部のたわみにより、周辺地盤が甚大なる影響を受けることがない位置に設ける。
　４－６－５　山留め管理                                                                      

１)　山留めを施している間は、監視員を配置して点検を行い、山留め部材の変形、その緊結部のゆるみなどの早期発見に努力し、事故防止に努める。また、トランシットを使用し、山留めに作用する山留め壁の変位を測定する。                                                              

２)　山留めを施している間は、定期的に地盤の沈下又は移動を観測・記録し、地盤の隆起、沈下等異常が認められたときは、作業を中止し、埋設物の管理者に連絡し、原因の調査及び保全上の措置を講ずるとともに、その旨を工事監理者に通知する。                                          

                                                                                           ４－６－６　埋め戻し
      親杭、鋼矢板等の引抜き箇所の埋め戻しを行うに当たっては、地盤沈下を生じさせないよう、良質の砂を用い、水締めを行う。                                                            
４－７　各種工事
　４－７－１　荷取り
鉄筋工事を行うに当たっては、鉄筋の荷取り場所、荷取りの方法等につき、計画をたて、それを遵守する。
　４－７－２　建設資材等の運搬
１)　運搬経路の設定に当たっては、事前に経路付近の状況を調査し、必要に応じて関係機関等と打ち合わせを行い、騒音、振動、塵埃の防止に努める。
２)　運搬経路の交通状況、道路事情、障害の有無について、実態を把握し、安全な運行が行われるよう必要な措置を講じる。
３)　全面道路においては、大型車両の通行規制となっている為に、大型車両の搬出入に際しては、事前に○○警察署に対し通行許可を得るようにする。
　４－７－３　建設副産物                                                                  

       建設副産物の処理に当たっては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を遵守して行う。       

第　５　章
第５章　安全衛生管理に関する具体的な対策
５－１　災害防止重点対策
　５－１－１　墜落災害の絶滅
１)　高所作業における作業主任者（足場の組立て等）の指導・管理を行う。
２)　保護具、安全帯の使用の徹底を図る。
３)　手摺、作業床の設置と定期点検を実施する。
４)　安全ネットによる養生を実施する。
５)　危険箇所への立ち入り禁止措置及び事前連絡の徹底を行う。
６)　強風時の作業禁止及び強風後の足場の点検確認を実施する。
７)　開口部の養生、標示及び照明を設ける。不用な開口部は速やかに閉塞する。
８)　安全設備の勝手な取外しを禁じ、作業上やむを得ず取外した場合は必ず元に復旧する。
９)　作業床には安全な昇降設備を設ける。
１０)　無理な姿勢での作業を禁止する。
１１)　筋交、壁つなぎ、控えを完全に行う。特に壁つなぎにおいて、最下段のものは取り外さない旨の表示を行う。
１２)　作業床の確認（巾、安全ネット位置、手摺）をする。
　５－１－２　重機械災害の絶滅
１)　重機械の動線を確保した作業計画を作業毎に行う。
２)　有資格者が必ず運転操作する                
就労者名簿、アイカード
有資格者証の提出（写し）                       
チェック、確認
３)　作業計画　　　使用機械の種類、能力              
工事打ち合わせ
搬入経路の確認、作業方法

作業員に周知させる
制限速度の遵守                  　
ＫＹＫ・ＴＢＭ
４)　誘導員の配置をする
５)　月例点検、作業開始前の自主点検を実施する。       点検表を提出させる
６)　作業半径内への関係者以外の立ち入り禁止措置を行う。（バリケード、カラーコーン）
７)　合図の事前確認を行い、合図方法に添って確実に行う。
８)　車輌系建設機械の特定自主検査済証の確認をする。
９)　作業半径が２工区のエリアにかかる場合には事前に打ち合わせを行い、お互いの工区で調整を行う。
　５－１－３地山・山留めの崩壊事故の絶滅
１)　地山の掘削・土止め支保工の作業主任者の選任及びその職務の指導・管理を行う。
２)　事前に埋設物の確認を行う。
３)　近隣、構造物への影響をチェックする。
４)　泥水、排水の処理を完全に行う。
５)　掘削箇所への墜落防止措置を行う。（手摺の設置）
６)　騒音、振動の調査及び対策を行う。
７)　使用機械の整備及び安全作業の指導を行う。
８)　作業方法の指示連絡を密に行う。
９)　自然災害（強風雨、地震）の事前把握と事後の点検を実施する。
１０)　非常時における避難通路を確保する。
１１)　崩壊に対する予測調査を行う。（山留壁頂部の水平変位測定、山留壁周囲の地盤レベルの実施）
　５－１－４　飛来・落下による事故防止
１)　常に整理整頓に努める。必要に応じて、ロープ又はネットにて養生を施す。
２)　足場上の資材の有無を定期的に点検する。
３)　資材・残材の集積箇所を定め、作業場内の散乱を防止する。
４)　上下作業は行わない。ただし、やむを得ない場合には事前打ち合わせを密に行い、見張り員の配置、周囲への立ち入り禁止措置を行う。
５)　物を投げない、落とさないよう十分指導する。
６)　屋上に物を置く場合は、ロープ又はネットにて養生を施す。
　５－１－５　火災事故絶滅
１)　防火管理体制を確立する。
２)　火災発生時における消火、連絡、救護、避難、警備についての緊急体制を組織する。
３)　喫煙場所はＪＶ事務所１階の休憩所のみとし、それ以外での喫煙を禁止とする。（くわえタバコの禁止）
４)　各詰所、倉庫の火元責任者を定め、点検を必ず行う。
５)　消化器の適正配置をし、その定期点検を行う。
６)　消化器の使用方法を周知させ、万一の場合には初期消火ができる体制を整える
７)　火気使用の作業には身近に消化器を用意する。また、火花等の養生を行うとともに、作業終了時には火気の残っていないことを確認する
　５－１－６　車輌事故の絶滅
１)　場内への出入時、誘導員を配置し第三者に対する安全を確保する。
２)　大量の資機材の搬出入又は頻度の高い出入車輌については、その関係の担当者に予め作業所周辺道路の状況を説明し運転者への周知徹底を図る。
３)　積載制限、スピード制限等道路交通法の遵守を指導する。また、積載制限を越えて積込みをさせない。
４)　場内残土処理用車両には洗車を励行し、周辺道路を汚さないよう努める。
５)　ダンプ、ミキサー車及び頻度の高い出入り車両については、当工事の車両である旨の表示を運転席の前に行わせ、運転手に対する安全運行意識の向上を図る。
　５－１－７　酸素欠乏災害の防止
１)　作業主任者を選任し、主任者は常に状況を把握し諸設備使用の指揮指導を行う。
２)　酸素欠乏危険場所と思われる場所で作業を行う場合は、有資格者（技能講習修了者）が作業場所の酸素濃度を測定し安全を確認する。
３)　危険区域には柵、囲い、標識を設置し関係者に周知させると共に立ち入り禁止措置等の対策を講ずる。
４)　作業員に対しては、特別教育を実施し、健康、服装、保護具の確認を行う。
５)　換気設備、送風設備を稼働人員を把握の上設置する。
６)　酸素濃度（１８％以上）の確保及び注意事項を標示しかつ指導する。
　５－１－８　作業員の健康管理の推進
１)　朝礼時のラジオ体操の励行
２)　便所の衛生設備の維持
３)　休憩所の整理整頓、清潔、清掃の推進を図る。
４)　定期健康診断の実施をする。
５)　破傷風等必要時の予防接種の実施をする。
６)　猛暑時の熱中症に対する予防を実施する。（冷水の用意、休憩の確実な実施、朝礼時での指導）
                                                                                     　

５－２　重点管理目標（元請社員）
　この規定は作業所における災害防止を目的とした安全管理推進のための基本的な遵守事項を定めている。この規定を全作業員に周知徹底させ、安全で明るい作業環境を作る必要がある。工事担当者は常にこの規定の遵守状況を確認し違反者及び不徹底な作業員がある場合は注意を促し規律ある安全作業を行うよう指導する。
　５－２－１　保 護 具
１)　保護帽
①　ノーヘルゾーン以外では保護帽は必ず着用させる。
②　保護帽は、常に正しく着用させる。
③　あごひもは必ず結んでおく。
④　車内においては、舗装された道路上及び駐車場内でのみ無帽を認める。ただし、移動式クレーン、ダンプ、トラック、コンクリートミキサー車及び場内での作業を目的とした車両の運転手は車内においてもヘルメットを着用する。
⑤　注意にも拘らず着用しない作業員は退場させる。
２)　安全帯
①　安全帯は２ｍ以上の高所作業に従事する場合は必ず使用し、又鉄骨建方及び足場の組立解体時は使用状況を確認する。
３)　その他の保護具
①　工事担当職員、職長、作業主任者は作業員に防じんマスク、防じんメガネ、耳栓等の保護具を必要と認めた場合には作業員に指示し使用させること。
　５－２－２　作業場内での火気使用
①　場内で火気を使用する時は事前に工事担当職員に「火気使用許可申請」を提出し許可を得ること。
②　火気を使用する場合はその場所に消化器を用意する。
③　作業終了後、火元責任者は必ず消火を確認し、工事担当者に報告する。
　５－２－３　作業所での喫煙
①　場内での喫煙は事務所１階の休憩所で行う。
②　現場内の喫煙及びくわえタバコ作業は厳禁とする。
③　安全当番、職長は指定場所以外での喫煙を取締まること。
④　注意にも拘らず上記を守らない作業員は退場させる。
                                                                                     　

　５－２－４　車輌の運転
①　場内での車輌の運転は制限速度（２０ｋｍ）を遵守し安全運転に努めること。
②　場内では歩行者を最優先して通行させる事。
　５－２－５　揚 重 機
①　リフトの搬器に作業員を乗せないこと（搭乗禁止）、運転は有資格者が行うこと。
②　ウインチの運転、玉掛けは指名（有資格者）された者が行い、それ以外の者は行わない。
③　ロングスパンエレベータの運転は指名された者が行い、搭乗者は運転者の指示に従うこと。
④　積載荷重を厳守すること。
⑤　クレーンの運転・玉掛けは指名（有資格者）された者が行い、それ以外の者は行わないこと。
⑥　安全当番は点検時正しい揚重機の取扱いをしているかどうか確認すること。
⑦　ここでいう指名された者とはアイカード（別添資料１参照）を着用しているものをいう。
　５－２－６　危険区域の標示
①　クレーンの組立て解体、足場の組立て解体、鉄骨建方及び型枠組立て解体作業を行う場合は立入禁止となる場所にバリケード・カラーコーンにて区画して、立ち入り禁止の表示を行う。
②　安全標示板及び安全朝礼により危険区域（立入禁止区域）を当日の作業員に周知徹底させる。
　５－２－７　開口部付近での作業における安全指示
①　開口部作業の場合は必ず手摺の取付状況を点検して作業を行う。
②　開口部の作業は下部作業員を確認し下部に立ち入り禁止措置を行い作業を行う。
③　開口部での作業で手摺を取外して作業を行う場合は必ず安全帯を使用させる。
④　開口部には安全ネット又は養生蓋を使用する。
⑤　使用後の復元も確実に行う。
　５－２－８　仮設電気・持込機械
①　仮設電気の配線は有資格者に行わせる。
②　持込機器を使用する場合は事前に「持込機器等使用届」を提出し、担当者が確認の上「持込機器受理証」を貼付の後、使用する。
③　工事担当職員、安全当番が巡回点検において、持込機器に不良箇所を発見した場合は使用禁止にし、再点検を行い是正をする。
５－３　作業所の安全活動
　５－３－１　安全施工サイクル図
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　５－３－２　活　動　内　容
１)　日 常 活 動
	
	  　（１）　安　全　朝　礼
	  （２）　作業指示ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ・ＫＹＫ

	い
つ
	１）毎朝８：００から
２）所要時間２０分程度
３）開始時間は厳守する
	１）毎日の作業開始前（５分程度）
２）朝礼に引き続き各職種毎に行う
３）状況によって前日に概要を説明してお
　　き作業開始前に確認する
４）ＫＹＫはＫＹＫボードを利用して行う
 　　　　　　　　　　　　　

	どこで
	１）作業所内の朝礼場所で
  （雨天の場合はＪＶ事務所１Ｆで）
	１）安全朝礼を行った場所

	だれが
	１）作業所長（主任）が召集
２）職員、協力業者全員参加
３）司会、進行係は安全当番とする
	１）協力業者の職長
２）工事及び安全指示書により定着するまで職員が指導する
３）前日の安全工程打ち合わせ結果の指示　　事項を職長に理解させる

	なにを・どのように
	１）ラジオ体操（雨天中止）
２）所長挨拶（安全担当者、安全当番の代行もある）
３）連絡調整と指示伝達（安全当番主体）
 ・当日の主な作業と場所
 ・特に危険な作業と場所
 ・点検結果の伝達と対策指示（前日の不備を含めて）
 ・新入グループの紹介
 ・各種行事予定
４）服装、体調などの点検と呼称
５）職長は当日の出面を担当者に報告する
６）シュプレヒコール
	１）当日の作業を安全に、正確に、能率よく行うための指示を徹底する
                  （ﾑﾘ､ﾑﾀﾞ､ﾑﾗをなくす）
  ・作業手順
  ・作業場所（配置）
  ・作業員の適正配置
  ・使用材料、使用機械工具、保護具
  ・作業の急所、安全上の急所
  ・連絡の方法、報告の要領
  ・作業終了後の片付け
  ・ＫＹＫの報告書提出

	何のために
	１）一斉作業開始による生産性向上
２）作業所規律と一体感のもりあげ
３）未端作業員までの周知徹底
４）安全教育と安全意識の高揚
５）健康管理
	１）安全衛生指示の末端作業員までの徹底
  ・元請からの作業間の連絡調整
  ・作業能率の向上
  ・全員参加による安全推進

	コメント
	１）関係者の朝礼に対する理解と納得
２）元請、協力業者それぞれの就業時間差　　の調整
３）通勤問題、臨時作業グループ等への配慮
４）職長に輪番で一言話してもらう
	１）゛ヤレ〟の安全から゛ヤロウ〟の安全へ
２）協力業者の自主管理
３）職長能力の向上が肝要であり、職長教　　育の実施、元請側の職長への日常指導が必要である


	
	（３）作業中の指導・監督
	  （４）安全・工事日程の打合せ

	い
つ
	１）１日１回以上（作業所長）
２）作業中随時（午前１回午後１回）
	１）開催は毎日13:00に行う。ただし金曜日は11:30とする
　・開始時間は作業所の実体に合わせる
　・単発的に入場する職種は安全指示書を発行する

	どこで
	１）作業所全体（場内、周辺、詰所等含む）
	１）事務所打合せ室

	だれが
	１）作業所長（統括安全衛生責任者）
２）職員・協力業者職長
	１）元請―作業所長、主任担当係員、安全担当者
２）職長（安全衛生責任者、作業主任者）
　　※　数次の請負の場合各層の職長

	なにを・どのように
	１）設備、機械の点検確認（不安全状態）
２）作業指示、安全指示どおりにやっているか
３）不安全状態、不安全行動はないかを点検し、不備不良の場合、その場で是正させるか、作業を停止させる
４）即時是正ができない場合は安全衛生指示書等を活用して是正報告させる
５）点検結果を点検表にして記録し保存する
	１）当日の工事進捗状況を翌日の作業で生かせる指示調整する
２）混在作業における各職種間の上下作業の時間帯調整、作業方法の確認
３）共同使用の機械類（ｸﾚｰﾝ、建設用ﾘﾌﾄ、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ等）に関する確認と調整
４）共同使用の設備に対する確認、調整
５）計画が変更された作業、新工法による作業等は作業方法、手順について打ち合わせる
６）翌日の作業員の配員を打ち合わせる
７）十分協議し納得のうえで各作業について安全上の重点事項を記入のうえ「工事及び安全衛生指示書」を発行する

	何のために
	１）工事進捗状況の把握（元請として）
２）各職間の連絡調整状況
３）人と物の不安全状態の排除（是正指導）
４）品質・工程能率の確保
	１）作業間の連絡調整を含め安全、品質能率の確保
２）安全と加工の一体化

	コメント
	１）統責者の作業所巡視は法定で義務付けられている
２）実行第一の安全
３）ＯＪＴ（日常指導）の定着、習慣化
４）異常の早期発見
	１）工事工程打ち合わせは安全施工サイクルの要である


	
	  　（５）持 場 の 片 付 け
	  （６）終 了 時 の 確 認

	い
つ
	１）毎日作業終了時前５分～１０分間
 ・定時の場合は就業時間終了前５分～
　　１０分間
 ・残業の場合は残業終了前５分～１０分間
	１）作業終了後

	どこで
	１）作業の行われた場所
２）安全通路等共同部分
	１）作業場所と周辺

	だれが
	１）作業の行われた場所　→　協力業者
２）共用部分　→　元請・協力業者（場合　　　　によっては常用作業員を配置）　
３）集積場所　→　元請・協力業者
	１）元請　→　係員、安全当番
２）業者　→　職長

	なにを・どのように
	１）環境の維持
２）災害の防止
３）能率の向上
４）工事材料の節約
	１）協力業者
  ・片付け状況
　・安全　→　場内（開口部その他）火の始末、重機、事務所、電源
　・翌日作業の手配もれ事項の調整
　・事務整理、元請あて報告
　・職長の終了報告受理
　・残業時元請あて報告
２）元請
　・元請側によるチェック（火の始末）
　・チェックによる再手配
　・事務処理
　・係員からの作業所長あて報告　

	何のために
	１）協力業者各職は材料、工具不用材
２）元請は共用部分の清掃と仮置材の整理、　　集積場所の管理
  ・まず協力業者の協力を求める
　・業者との契約で見積条件に片付けの実施を明記する
　・清掃用具及び集積場所を計画的に用意
　　する
３）片付け確認は各職長が行う
	１）安全、防火と翌日作業準備のために

	コメント
	１）全作業所に生かしていきたい制度である
２）作業所長の率先垂範が成功の鍵となる　
	１）現場の規模、工種を問わず実施する


２)　週 間 活 動
	
	  　（１）週間安全・工事工程打ち合せ
	  （２）週間一斉片付け

	い
つ
	１）週一回、水曜日11:00～行う
	１）毎週日時を決めて実施する
    （金曜日　１３：００～１３：２０）

	どこで
	１）各工区事務所（交代制）
	１）作業所内全域
　・大規模、広範囲にわたる時は予め担当区域を決めておく

	だれが
	１）元請：作業所長（統責者）、主任、係　　員、安全担当者
	１）全作業員
　　（職員・作業所長が先頭に立って行う）

	なにを・どのように
	１）翌週の工程に基づく搬入車両の調整、　　工程の調整、安全設備及び安全作業の計画調整。
２）品質に関する意見交換。
	１）不用材・派生材の搬出
２）未使用材の整理整頓
３）協議会、職長会などで定着化を進める

	何のために
	１）全体の作業の流れ、各工区の作業進捗状況を具体的に把握し調整する
２）生産性の向上、品質の向上
３）混在作業による危険防止
４）搬出入車両を調整する事による公衆災害の防止
	１）作業所内の規律保持
２）環境確保、資材管理
３）品質管理

	コメント
	１）出席者は必ず所内の職員全員及び交通誘導員へ伝達を行う。
２）揚重機、重機計画についても調整を行う
３）共用として使用する部分の施工を行うときは、翌週に限らず計画した時点で打ち合わせを行う。
	１）着工時から実施し習慣化させる
２）整理整頓は仕事のうち、安全管理の第一歩
３）作業所長の率先垂範が成功の鍵となる
４）公道の清掃などは近隣対策上効果的
５）作用員にだけ押しつけては定着しない
６）例外を認めず全員参加させる
７）搬出材は出来るだけ早く搬出する
８）協力しない業者には即時是正を求める


３)　月 間 活 動
	
	  　（１）安 全 衛 生 協 議 会
	  （２）安 全 衛 生 大 会

	い
つ
	１）月１回以上開催する
　　現場全体工程を兼ねて行う
	１）毎月１回以上実施する
　　作業開始前等に行う

	どこで
	１）事務所打ち合わせ室
２）場内で集合できる場所
	１）作業所内の広場
　　現場の環境、工事の進捗状況によっては会場設営が必要な場合もある

	だれが
	１）元請職員、各安全衛生責任者、作業責任者
２）別途発注施工の安全衛生責任者
３）議題によっては協力業者経営者
４）施主関係者、労基署担当官の出席を要請する
	１）原則として元請が主催

	なにを・どのように
	１）各職種が十分な討議により相互の仕事の内容進行状況を把握、理解し作業上の問題点を解消し安全確保に努める
２）安全協議会の規約（会則）作成、編成を行い、委員を定める。会長は統括安全衛生責任者が就任する（２８頁の安全衛生協議会組織表）
３）所長又は元請担当者から、月間の工程説明と工程に伴う安全の注意事項について説明
４）各職種間担当者（安全衛生責任者も含め）の作業内容の説明
５）各職種間の作業調整の討議
６）安全パトロールによる問題点の討議と調整
７）各職種からの提案事項の討議
８）各職種の作業主任者、作業員への周知徹底の確認
９）次回開催日の打ち合わせ、報告
10）解散（安全衛生協議会会則を活用）
	１）前月度の安全衛生実績の評価
２）以降１ヶ月の工程（作業内容）の説明
３）工程による具体的安全衛生対策の説明
４）安全衛生表彰（月例、グループ別安全衛生成績の発表等）
５）所長（統括安全衛生責任者）、安全担当者による安全講話
６）工事概要の説明
７）工程による安全上の留意点、災害事例等
８）安全衛生責任者、作業責任者等の体験談発表
９）安全衛生表彰（月例、ｸﾞﾙｰﾌﾟ別、記念品贈呈等）
10）随時外来者の安全講話
11）ﾘｰﾌﾚｯﾄ、重要事項は印刷物として配布する。
12）定刻までに全員もれなく出席させるよう連絡しておく　　　

	何のために
	１）作業場の各職の混在作業から生ずる諸　　問題を連絡、調整、施工の促進と安全の確保を図る
	１）全員の安全衛生意識の高揚
２）月間の安全衛生の反省を通じ、これを一つの節目として会員の意識の喚起をはかる

	コメント
	１）各職種間の相互の作業内容の理解により連絡調整をはかり、災害の防止を図る
２）点検、確認、報告を習慣化する元請は　　このﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを行う必要がある
３）相互理解を深めるための自主的運営が　　できる雰囲気づくりを心がける
４）打ち合わせ記録をファイルし、整理して前後のフォローをする
	１）安全週間、衛生週間は特別に大会を開催し、表彰を行い安全衛生意識を盛りあげる


４)　随　　時
	
	   （１）協力業者との事前打ち合せ
	  （２）新 規 入 場 時 教 育

	い
つ
	１）協力業者決定後直ちに
	１）現場入場時

	どこで
	１）現場事務所
	１）事務所打ち合わせ室

	だれが
	１）作業所長（工事主任）
	１）工事主任
２）現場安全担当者
３）協力会社の職長

	なにを・どのように
	１）計画、施工要領については作業要領等のプランについて意見交換
２）労務関係書類に説明
　・適用事業報告、時間外協定届
　・安全衛生契約書
　・作業員名簿
　・健康診断の写し
　・関係請負人に対する届出
　・有資格者名簿及び資格証写し
	１）現場の特殊性、ルール等を「作業員就業心得」のパンフレットで説明する
２）安全の手引き等で教育する
３）教育修了者は記録し保存する

	何のために
	１）統括管理の責務
２）安全衛生責任者に責務
３）生産性の向上
	１）現場の規律維持
２）労働災害防止と生産性の向上
３）一体感意識の高揚

	コメント
	１）新規入場者については新規業者採用手　　続の終了の確認
	１）現場の導入教育であり、安衛法５９条の雇入れ時の教育ではないが、雇入れ
    時教育を加味して実施する


	
	  　（３）持込機器の許可申請
	　　（４）火気使用の許可申請

	い
つ
	１）新規入場以前に
２）持込時
	１）前日の安全、工事工程打ち合わせ時

	どこで
	１）事務所
２）現場作業所
	１）事務所
２）事務所打ち合わせ室

	だれが
	１）持込業者工事担当者
２）持込業者職長
	１）火気使用業者職長

	なにを・どのように
	１）作業確認
２）電撃防止装置の作動確認
３）絶縁測定
４）アース線取付確認
５）外観チェック
６）許可条件に従い異常のない場合は持込機器受理証を交付する
	１）火気使用許可申請を職長より下記内容記入の上、提出させる
　・作業内容
　・使用期間
　・使用責任者
　・消化器具
　・火花受け等養生方法
　・作業終了時の確認報告
２）火気使用許可証を交付し作業所に提示にすること
３）火気作業終了時許可証の返却

	何のために
	１）持込機器の確認により仮設電気機器による災害事故を防止する
	１）火災予防
２）責任の所在の明確化

	コメント
	１）業者の出庫時における点検整備を十分に行わせる
	１）作業所長（工事主任）、現場安全担当は作業終了後、作業場及びその周辺を点検し異常のないことを確認する


                                                                                      ５－４　衛　生　管　理　対　策
　５－４－１　重点実施事項
　　
１)　作業環境の整備と衛生保護具の完全着用
①　粉じん障害の防止
　　　　　　
・粉じん防止に努め、粉じん作業の作業員には保護具の着用の徹底を図る。
②　振動障害の防止
　　　　　
・作業改善に努め、振動障害の防止を図る。
③　有機溶剤中毒の防止
・資格者の配置と適正な換気及び酸素濃度の測定に努め安全を確保する。
　５－４－２　職 業 性 疾 病 予 防 対 策
１)　酸欠の予防
酸欠の危険がある場所では、次の予防処置を講じて作業させるようにする。
①　酸欠危険作業主任者の指導のもとで作業を行う。
②　作業前に、新鮮な空気でまず換気を行う。
③　測定器具による測定で酸素濃度が１８％以上あることを確かめてから作業を行う。
酸素濃度が１８％未満のときは換気と測定を繰り返して行い１８％以上になるまで換気を続ける。
④　作業中は常に１８％以上になるよう換気を続け、決して換気を中断しない。
⑤　換気用の風管は、破損のないもので且つ作業場所に十分達する長さのものであるか確かめて使用する。
⑥　空気呼吸器等の呼吸用保護具の使用が必要な時は、必ず使用させる。
⑦　単独で作業を行わない。
⑧　酸欠作業の場所には空気呼吸器、はしご、避難ロープ等の救出用具を備えておく。
⑨　作業員の人員の把握をする。
⑩　特別教育の実施をする。
２)　有機溶接作業
①　作業主任者の選任を行う。
②　取り扱いに対する教育を行う。
③　通風の不十分な箇所には必要な換気装置を設ける。
④　保護マスクを使用して作業する。
⑤　作業前に原材料の点検を行う。
⑥　作業方法は手順通りに行う。
⑦　保管方法を適切に行う。
⑧　定期特殊健康診断を行っているかチェックする。
⑨　引火による火災の防止対策を行う。
⑩　消化器を近くに置かせる。
３)　粉じん作業
　
①　教育を実施する
(ｱ)　人体への影響・種類について
(ｲ)　健康診断の実施の必要性
(ｳ)　保護具の使用方法
(ｴ)　粉じん防止対策について
②　防止対策
(ｱ)　通風の不十分な場所で作業する場合は、必要な換気装置を設ける。
(ｲ)　換気装置の点検を定期的に行う。
(ｳ)　粉じん飛散防止のため、できれば水を散布する。
(ｴ)　保護マスクは検定品を使用する。
(ｵ)　雇入れ時の健康診断をチェックする。
(ｶ)　定期特殊健康診断の指導、チェックを行う。
４)　振動工具の取り扱い
①　教育を実施する
(ｱ)　振動障害について
(ｲ)　振動工具について（点検、整備含む）
(ｳ)　作業時間、作業方法について
②　防止対策
保護具の使用
(ｱ)　防振ハンドルカバー、防振手袋、耳せんを使用させる。
(ｲ)　一日の振動工具の作業時間を導守する。
(ｳ)　特殊健康診断のチェックを行なう。
�
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